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(57)【要約】
【課題】従来の再生可能エネルギーや廃熱利用の小型蒸
気タービンは、トルク不足や回転数が不安定のため実用
化に乏しく、安定稼動と費用および運用の面から解決す
べきがある。
【解決手段】目的とする蒸気タービンは、外部からの熱
エネルギーを媒体に吸収蓄熱する貫流集熱ユニットを複
数設け、内部を媒体の作動流体１０が貫流する構造とす
る。貫流集熱ユニットは、供給口（２１、３１、４１）
および出力口（２２、３２、４２）に逆止弁を設け、外
部からの熱エネルギーを吸収可能な位置とする。作動流
体１０は、逆止弁３４の働きにより選択された貫流集熱
ユニットＢ（３０）から出力部１２へ出力され、その後
は選択される各貫流集熱ユニットの協調により、ブレー
ド回転軸１５が継続的に安定回転する外燃機関の蒸気タ
ービン。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内部を作動流体が貫流する筒状の貫流集熱ユニットを複数備え、前記貫流集熱ユニット
の供給口と出力口に逆止弁を設け、前期作動流体は出力部に出力され、前記出力部はノズ
ル部と共有立体空間を形成し、前記ノズル部の直後にタービンブレードと一体化したブレ
ード回転軸を設けていることを特徴とする蒸気タービン機関。
【請求項２】
　前記作動流体は、外部からの熱エネルギーにより複数の前記貫流集熱ユニット内部にて
加熱蓄熱され圧力が増し、前記出力部の圧力より高い前記貫流集熱ユニットの前記逆止弁
が開となり、前記出力部へ出力され、他の圧力の低い前記貫流集熱ユニットの前記作動流
体は、前記出力部より高い条件に達するまで加熱蓄熱され、条件が満足されると前記出力
部へ出力され、条件以下の圧力の場合は前記出力部への出力はされない、外部熱が遮断さ
れない限り前記作動流体は、連続的に加熱蓄熱され複数の前記貫流集熱ユニットが前記出
力部の圧力を、お互い補いながらいずれかの前記貫流集熱ユニットの前記作動流体が、前
記ブレード回転軸を回転することを特徴とする請求項１記載の蒸気タービン機関。
【請求項３】
　供給部、前記出力部、前記ブレード回転軸、前記貫流集熱ユニット、前記供給口、前記
出力口、前記逆止弁に状態監視センサーを装備し自動運転制御できることを特徴とする請
求項１又は２に記載の蒸気タービン機関。
【請求項４】
　前記貫流集熱ユニットを任意の形状とした請求項１乃至３いずれか記載の蒸気タービン
機関。
【請求項５】
　請求項１乃至４いずれか記載の蒸気タービン機関を用いた発電機。
【請求項６】
　請求項１乃至４いずれか記載の蒸気タービン機関を用いたファンヒーター。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、作動流体を媒体とする、熱エネルギーから安定した運動エネルギーに変換す
る蒸気タービン機関に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　蒸気タービンは、発電などエネルギー供給の重要な機関であり、特に発電効率の向上に
は大きく寄与（ガスタービンの次段に導入することにより熱効率を高める）している。高
圧蒸気の減圧弁の役目を担い合わせて発電を行う方法も使用されており、応用範囲が広い
機関である。
【０００３】
　省エネおよび地球環境の観点からもエネルギー対策は重要あり、再生可能エネルギーや
廃熱の積極利用への動きは活発である。また里山の環境保全に間伐材を薪ストーブや木質
バイオマス燃料として使用されているが、間伐材の運搬コストなど経済性の課題もある。
【０００４】
　再生可能エネルギーや廃熱利用の蒸気タービンは、設備規模が大きく限られた範囲の発
電（数十Ｋｗから百Ｋｗ程度）にて実用化されている。蒸気タービン以外に燃料電池や熱
電変換モジュール（ゼーベック効果による）、スターリングエンジンなどにより再生可能
エネルギーや、廃熱利用の発電が一部試験運用されているが、いずれも発電出力や費用お
よび運用の面から解決すべき点がある。
【０００５】
　照明や携帯通信機器を使用または充電できる実用的な小型タービン発電機は、一定以上
の安定した電力（約３００Ｗ以上）の出力可能であること、また取り扱い容易なサイズの
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機関が必要である。適正な費用（初期導入および運用）、運搬移動および燃料や熱源が制
限されず騒音振動が少ない、加えてスマートグリッド電力（上流の電力会社から下流末端
の電力消費機器まで、情報通信網により電力の潮流の制御や品質を確保する）への対応や
災害時非常電源としての汎用性の高い、地球環境を考慮した駆動機関が望まれる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　従来の蒸気タービン機関は、設備規模が大きく運搬移動が困難である。また一部の小型
の蒸気タービンは実用化に乏しく、トルク不足や回転数が不安定のため、発電機を機械的
に接続駆動させた場合、一般電気機器を動作させるには発電電力および安定性に欠ける。
【０００７】
　本発明は、燃料の種類制限および入手制限が少なく、騒音振動も少ない、発電機を機械
的に接続駆動させた場合、一般電気機器を動作させるに必要な発電電力量および安定性を
持った、運搬移動可能な蒸気タービン機関の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成する本発明は、蒸気タービンを駆動させる外燃機関の構造とする。外部
からの熱エネルギーを媒体に吸収蓄熱させる貫流集熱ユニットを複数設ける。蒸気タービ
ンは、貫流集熱ユニットの内部を媒体である作動流体が貫流する構造を持ち、供給口およ
び出力口に逆止弁を設け、外部からの熱エネルギーを吸収可能な位置とする。出力部はノ
ズル部と共有立体空間を形成し、ノズル部の直後にタービンブレードと一体化したブレー
ド回転軸を設ける。
【０００９】
　作動流体は、ポンプによる強制的もしくは供給部と供給口の圧力差により、供給部から
各貫流集熱ユニットの供給口へ逆止弁を経由して供給される。次に、各貫流集熱ユニット
内の作動流体は出力口から逆止弁を経由して出力部とノズル部へ出力され、タービンブレ
ードへ供給される。全体の流れは一方向となり、圧力差による供給および出力されない状
態が一時的に発生する場合もある。
【００１０】
　作動流体は、外部からの熱エネルギー（火炎の直接熱と輻射熱および放射熱）により各
貫流集熱ユニット（以下、ユニットと記述）内部にて加熱蓄熱され圧力が増し、出力部の
圧力より高い場合に条件を満たし、逆止弁の作用により選択されたユニットから出力部へ
出力される。他の圧力の低いユニットの作動流体は、出力部より高い条件に達するまで加
熱蓄熱され、条件が一致すると出力部へ出力される。ユニットは条件以下の圧力の場合は
出力部への出力はされない、外部熱が遮断されない限り作動流体は、連続的に加熱蓄熱さ
れ複数のユニットが、出力部の圧力を、お互い補いながらいずれかのユニットの作動流体
が、ノズル部経由にてタービンブレードと一体化したブレード回転軸を連続駆動し、熱エ
ネルギーが運動エネルギーに変換する。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明は、外部熱源から貫流集熱ユニットへ直接加熱する構造により、化石燃料（石油
・ガスなど）・バイオマス燃料（間伐材・木質廃材など）や、排熱（機器機関・工業排水
・排煙）など多くの熱源の利用が可能である。また間伐材を山林現地にて熱源とすること
により、地球環境問題やスマートグリット電力の概念に対応可能である。本発明の機械的
可動部は、逆止弁とタービンブレードとブレード回転軸であり、エンジン等の内燃機関に
比べ騒音振動が少ない
【００１２】
　本発明のブレード回転軸は、適正な外部熱量を確保することにより、各貫流集熱ユニッ
トの最大圧力の作動流体が連続出力され、発電機を接続した場合、外部熱エネルギーに応
じた発電電力量が安定的に確保できる。また蒸気タービン機関のサイズ・重量は、外部熱
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源に依存されず、発電機等を使用場所にて組み立て接続することにより、蒸気タービン機
関の運搬移動は容易である。
【００１３】
　貫流集熱ユニットは、蒸気タービン機関から容易に取外しが可能な構造を有し石油スト
ーブの内部に設置を行い、発電中に燃料（石油）不足の場合は取外し、薪ストーブや瓦斯
ストーブを熱源として発電が可能である。災害時等の非常電源として有用である。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】蒸気タービン機関の概略構成図
【図２】作動流体の圧力差による作動流体の圧力図
【図３】図２の逆止弁の開閉動作チャート表
【図４】図２より加熱エネルギーが大きい場合の圧力図
【図５】図４の逆止弁の開閉動作チャート表
【図６】発電機を駆動した例の図
【図７】形状が丸の集熱ユニットの例の図
【図８】ファンヒーターのファン直接駆動の図
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本発明の実施の形態を図１～図５に基づいて説明する。
【００１６】
　図１において、貫流集熱ユニットＡとＢおよびＣ（２０、３０、４０）が外部熱源（図
示されてない）に加熱され、内部の作動流体１０が加熱蓄熱されると出力部１２の作動流
体１０の圧力１２ａは、全て同一の開閉圧力と設定された各逆止弁（２４、３４、４４）
により、各貫流集熱ユニットの圧力（２０ａ、３０ａ、４０ａ）の中で、圧力選択された
最も高い貫流集熱ユニットＢ（３０）と同等となる。圧力選択され３０ａを持った貫流集
熱ユニットＢ（３０）の作動流体１０は、出力部１２へ出力されノズル部１３を経由、タ
ービンブレード１４に衝突、ブレード回転軸１５が回転する。
【００１７】
　加熱開始後の最初に、貫流集熱ユニットＢ（３０）の作動流体１０の圧力３０ａが、出
力部の作動流体の圧力１２ａを超えた場合に逆止弁ＢＤ３４が閉から開に状態になり、貫
流集熱ユニットＢ（３０）が圧力選択された貫流集熱ユニットとなる。次に時間経過と共
に圧力３０ａが徐々に低下すると同時に他の貫流集熱ユニットの圧力が高くなり、各逆止
弁（２４、３４、４４）の働きにより、他の貫流集熱ユニットが圧力選択された貫流集熱
ユニットとなる。
【００１８】
　貫流集熱ユニットＢ（３０）の次に貫流集熱ユニットＣ（４０）が圧力選択される状態
は、貫流集熱ユニットＣ（４０）の作動流体１０の圧力４０ａが圧力１２ａより高くなっ
た後、逆止弁ＢＤ４４が閉から開に状態になり、圧力３０ａが圧力１２ａより低下し逆止
弁ＢＤ３４は開から閉の状態となった場合である。次に外部加熱時間の経過と共に圧力選
択される貫流集熱ユニットが切換る（換わらない場合や複数もある）。
【００１９】
　図２は、加熱時間の経過と共に圧力選択される貫流集熱ユニットが換わる（Ｂ→Ｃ→Ａ
）動作状況を表している。逆止弁ＢＤ２４とＢＤ３４およびＢＤ４４は約０．５（ＭＰａ
）にて閉から開に状態になるような機械的な設定とする。過熱開始から約１０分にて貫流
集熱ユニットＢの作動流体１０の圧力３０ａが、０．５（ＭＰａ）を超えた場合に逆止弁
ＢＤ３４が開となり、出力部の作動流体の圧力１２ａ（１０分までは大気圧の約０．１Ｍ
Ｐａ）も同一圧力となりブレード回転軸１５が回転する。
【００２０】
　この時点にて他の貫流集熱ユニットの圧力２０ａと４０ａは、０．５（ＭＰａ）を超え
てないので逆止弁ＢＤ２４とＢＤ４４は開とならない、圧力４０ａは約３２分後に０．５
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（ＭＰａ）を超え、逆止弁ＢＤ４４が機械的に開となる条件であるが圧力１２ａ（３０ａ
と略同一圧力）が逆方向から加えてられているので閉のまま変化なし。約３７分後に圧力
２０ａと４０ａが逆転するので逆止弁ＢＤ４４が開、ＢＤ３４が閉、圧力１２ａは４０ａ
の影響を受け略同一圧力となり、ブレード回転軸１５の回転するエネルギーの源となる。
【００２１】
　作動流体１０は、熱源の温度により水以外の媒体（フロン、アルコール、オイル）とそ
の混合物を使用し、図示されてない凝縮器やポンプにより、ノズル部１３から供給部１１
に戻り循環する。水を使用する場合は駆動環境により循環させず排水させることもある。
【００２２】
　図３は、図２の貫流集熱ユニットの圧力による、逆止弁の開閉動作チャート表です。図
４は、図２より外部からの熱エネルギーが大きい場合の圧力図です。図５は、同じく作動
流体の圧力が高い状態での逆止弁の開閉動作チャート表です。各図（図２～図５）に示さ
れている様に、加熱開始後の最初の逆止弁の動きは約０．５（ＭＰａ）にて開となり、そ
れ以降は適正な連続加熱の状態が保たれれば、各貫流集熱ユニットからの圧力の協調によ
り逆止弁が開閉され連続的に安定した出力が確保される。
【００２３】
　逆止弁は、各々個別に任意に設定でき、外部制御信号により開閉動作可能である。
【実施例】
【００２４】
　以下、本発明の実施の３例を図６～図８に基づいて説明する。
【００２６】
　１つ目の例を、図６を参照して説明する。蒸気タービン機関５０に変速機５１を経由し
て発電機５２を連結することにより発電でき、制御および外部接続端子部５３に接続した
電気機器の使用や蓄電池の充電ができる。
【００２７】
　蒸気タービン機関５０の発電機の出力規模や使用形態（容易に点検が困難な場所にて使
用するなど）においては、制御部および外部接続端子部５３と各機器（５０、５１、５２
）を制御信号５３ｂの信号により、相互に運転を自動制御することにより適正な出力が可
能となる。蒸気タービン機関５０には各種センサー（温度、圧力、逆止弁開閉状態など）
と逆止弁開閉動作機構（マグネットソレノイドなど）を装備し、変速機５１および発電機
５２には回転計や温度センサー（過熱防止）と回転制御機構（無段変速機制御、励磁装置
制御など）を装備する。
【００２８】
　２つ目の例を、図７を参照して説明する。外部熱源の炎や放射熱が丸状の場合は、効率
よく集熱するために、貫流集熱ユニットＡとＢおよびＣ（２０と３０および４０）の形状
を丸とする。貫流集熱ユニットの形状は任意であり、それぞれの貫流集熱ユニットの取付
け位置も任意とする。薪ストーブの内部に貫流集熱ユニットを取付ける場合、貫流集熱ユ
ニットＡ２０は薪の炎、貫流集熱ユニットＢ３０は薪の炭火の放射、貫流集熱ユニットＣ
４０は薪火の対流による熱エネルギーを回収できる任意の位置に取付けることが可能であ
る。
【００２９】
　３つ目の例を、図８を参照して説明する。ファンヒーター本体５６の内部に蒸気タービ
ン機関５０を取付け、熱源５５から温風５５ｃと放射熱を介した熱エネルギーにてファン
５４を回転させる。ファン５４は、変速機５１を経て蒸気タービン機関５０の運動エネル
ギーの出力から直接回転され、温風５５ｃをファンヒーター本体５６から送風できる。送
風量は、多少の時間差を生じ熱源５５の熱エネルギーの変化と比例する。発電機にて電動
ファンを動作させるよりもシンプルなので保全性が良くなる。
【符号の説明】
【００３０】
１０　　　：作動流体
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１１　　　：供給部
１１ａ　　：供給部の作動流体の圧力
１２　　　：出力部
１２ａ　　：出力部の作動流体の圧力
１３　　　：ノズル部
１４　　　：タービンブレード
１５　　　：ブレード回転軸
２０　　　：貫流集熱ユニットＡ
２０ａ　　：貫流集熱ユニットＡの作動流体の圧力
２１　　　：供給口Ａ
２２　　　：出力口Ａ
２３　　　：逆止弁ＡＳ
２４　　　：逆止弁ＡＤ
３０　　　：貫流集熱ユニットＢ
３０ａ　　：貫流集熱ユニットＢの作動流体の圧力
３１　　　：供給口Ｂ
３２　　　：出力口Ｂ
３３　　　：逆止弁ＢＳ
３４　　　：逆止弁ＢＤ
４０　　　：貫流集熱ユニットＣ
４０ａ　　：貫流集熱ユニットＣの作動流体の圧力
４１　　　：供給口Ｃ
４２　　　：出力口Ｃ
４３　　　：逆止弁ＣＳ
４４　　　：逆止弁ＣＤ
５０　　　：蒸気タービン機関
５１　　　：変速機
５２　　　：発電機
５３　　　：制御部および外部接続端子
５３ｂ　　：制御信号
５４　　　：ファン
５５　　　：熱源
５５ｃ　　：温風
５６　　　：ファンヒーター本体
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【図１】 【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】
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【図８】

【手続補正書】
【提出日】平成24年1月5日(2012.1.5)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、作動流体を媒体とする、熱エネルギーから安定した運動エネルギーに変換す
る蒸気タービン機関に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　蒸気タービンは、発電などエネルギー供給の重要な機関であり、特に発電効率の向上に
は大きく寄与（ガスタービンの次段に導入することにより熱効率を高める）している。高
圧蒸気の減圧弁の役目を担い合わせて発電を行う方法も使用されており、応用範囲が広い
機関である。
【０００３】
　省エネおよび地球環境の観点からもエネルギー対策は重要あり、再生可能エネルギーや
廃熱の積極利用への動きは活発である。また里山の環境保全に間伐材を薪ストーブや木質
バイオマス燃料として使用されているが、間伐材の運搬コストなど経済性の課題もある。
【０００４】
　再生可能エネルギーや廃熱利用の蒸気タービンは、設備規模が大きく限られた範囲の発
電（数十Ｋｗから百Ｋｗ程度）にて実用化されている。蒸気タービン以外に燃料電池や熱
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電変換モジュール（ゼーベック効果による）、スターリングエンジンなどにより再生可能
エネルギーや、廃熱利用の発電が一部試験運用されているが、いずれも発電出力や費用お
よび運用の面から解決すべき点がある。
【０００５】
　照明や携帯通信機器を使用または充電できる実用的な小型タービン発電機は、一定以上
の安定した電力（約３００Ｗ以上）の出力可能であること、また取り扱い容易なサイズの
機関が必要である。適正な費用（初期導入および運用）、運搬移動および燃料や熱源が制
限されず騒音振動が少ない、加えてスマートグリッド電力（上流の電力会社から下流末端
の電力消費機器まで、情報通信網により電力の潮流の制御や品質を確保する）への対応や
災害時非常電源としての汎用性の高い、地球環境を考慮した駆動機関が望まれる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　従来の蒸気タービン機関は、設備規模が大きく運搬移動が困難である。また一部の小型
の蒸気タービンは実用化に乏しく、トルク不足や回転数が不安定のため、発電機を機械的
に接続駆動させた場合、一般電気機器を動作させるには発電電力および安定性に欠ける。
【０００７】
　本発明は、燃料の種類制限および入手制限が少なく、騒音振動も少ない、発電機を機械
的に接続駆動させた場合、一般電気機器を動作させるに必要な発電電力量および安定性を
持った、運搬移動可能な蒸気タービン機関の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成する本発明は、蒸気タービンを駆動させる外燃機関の構造とする。外部
からの熱エネルギーを媒体に吸収蓄熱させる貫流集熱ユニットを複数設ける。蒸気タービ
ンは、貫流集熱ユニットの内部を媒体である作動流体が貫流する構造を持ち、供給口およ
び出力口に逆止弁を設け、外部からの熱エネルギーを吸収可能な位置とする。出力部はノ
ズル部と共有立体空間を形成し、ノズル部の直後にタービンブレードと一体化したブレー
ド回転軸を設ける。
【０００９】
　作動流体は、ポンプによる強制的もしくは供給部と供給口の圧力差により、供給部から
各貫流集熱ユニットの供給口へ逆止弁を経由して供給される。次に、各貫流集熱ユニット
内の作動流体は出力口から逆止弁を経由して出力部とノズル部へ出力され、タービンブレ
ードへ供給される。全体の流れは一方向となり、圧力差による供給および出力されない状
態が一時的に発生する場合もある。
【００１０】
　作動流体は、外部からの熱エネルギー（火炎の直接熱と輻射熱および放射熱）により各
貫流集熱ユニット（以下、ユニットと記述）内部にて加熱蓄熱され圧力が増し、出力部の
圧力より高い場合に条件を満たし、逆止弁の作用により選択されたユニットから出力部へ
出力される。他の圧力の低いユニットの作動流体は、出力部より高い条件に達するまで加
熱蓄熱され、条件が一致すると出力部へ出力される。ユニットは条件以下の圧力の場合は
出力部への出力はされない、外部熱が遮断されない限り作動流体は、連続的に加熱蓄熱さ
れ複数のユニットが、出力部の圧力を、お互い補いながらいずれかのユニットの作動流体
が、ノズル部経由にてタービンブレードと一体化したブレード回転軸を連続駆動し、熱エ
ネルギーが運動エネルギーに変換する。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明は、外部熱源から貫流集熱ユニットへ直接加熱する構造により、化石燃料（石油
・ガスなど）・バイオマス燃料（間伐材・木質廃材など）や、排熱（機器機関・工業排水
・排煙）など多くの熱源の利用が可能である。また間伐材を山林現地にて熱源とすること
により、地球環境問題やスマートグリット電力の概念に対応可能である。本発明の機械的
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可動部は、逆止弁とタービンブレードとブレード回転軸であり、エンジン等の内燃機関に
比べ騒音振動が少ない
【００１２】
　本発明のブレード回転軸は、適正な外部熱量を確保することにより、各貫流集熱ユニッ
トの最大圧力の作動流体が連続出力され、発電機を接続した場合、外部熱エネルギーに応
じた発電電力量が安定的に確保できる。また蒸気タービン機関のサイズ・重量は、外部熱
源に依存されず、発電機等を使用場所にて組み立て接続することにより、蒸気タービン機
関の運搬移動は容易である。
【００１３】
　貫流集熱ユニットは、蒸気タービン機関から容易に取外しが可能な構造を有し石油スト
ーブの内部に設置を行い、発電中に燃料（石油）不足の場合は取外し、薪ストーブや瓦斯
ストーブを熱源として発電が可能である。災害時等の非常電源として有用である。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】蒸気タービン機関の概略構成図
【図２】作動流体の圧力差による作動流体の圧力図
【図３】図２の逆止弁の開閉動作チャート表
【図４】図２より加熱エネルギーが大きい場合の圧力図
【図５】図４の逆止弁の開閉動作チャート表
【図６】発電機を駆動した例の図
【図７】形状が丸の集熱ユニットの例の図
【図８】ファンヒーターのファン直接駆動の図
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本発明の実施の形態を図１～図５に基づいて説明する。
【００１６】
　図１において、貫流集熱ユニットＡとＢおよびＣ（２０、３０、４０）が外部熱源（図
示されてない）に加熱され、内部の作動流体１０が加熱蓄熱されると出力部１２の作動流
体１０の圧力１２ａは、全て同一の開閉圧力と設定された各逆止弁（２４、３４、４４）
により、各貫流集熱ユニットの圧力（２０ａ、３０ａ、４０ａ）の中で、圧力選択された
最も高い貫流集熱ユニットＢ（３０）と同等となる。圧力選択され３０ａを持った貫流集
熱ユニットＢ（３０）の作動流体１０は、出力部１２へ出力されノズル部１３を経由、タ
ービンブレード１４に衝突、ブレード回転軸１５が回転する。
【００１７】
　加熱開始後の最初に、貫流集熱ユニットＢ（３０）の作動流体１０の圧力３０ａが、出
力部の作動流体の圧力１２ａを超えた場合に逆止弁ＢＤ３４が閉から開に状態になり、貫
流集熱ユニットＢ（３０）が圧力選択された貫流集熱ユニットとなる。次に時間経過と共
に圧力３０ａが徐々に低下すると同時に他の貫流集熱ユニットの圧力が高くなり、各逆止
弁（２４、３４、４４）の働きにより、他の貫流集熱ユニットが圧力選択された貫流集熱
ユニットとなる。
【００１８】
　貫流集熱ユニットＢ（３０）の次に貫流集熱ユニットＣ（４０）が圧力選択される状態
は、貫流集熱ユニットＣ（４０）の作動流体１０の圧力４０ａが圧力１２ａより高くなっ
た後、逆止弁ＢＤ４４が閉から開に状態になり、圧力３０ａが圧力１２ａより低下し逆止
弁ＢＤ３４は開から閉の状態となった場合である。次に外部加熱時間の経過と共に圧力選
択される貫流集熱ユニットが切換る（換わらない場合や複数もある）。
【００１９】
　図２は、加熱時間の経過と共に圧力選択される貫流集熱ユニットが換わる（Ｂ→Ｃ→Ａ
）動作状況を表している。逆止弁ＢＤ２４とＢＤ３４およびＢＤ４４は約０．５（ＭＰａ
）にて閉から開に状態になるような機械的な設定とする。過熱開始から約１０分にて貫流
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集熱ユニットＢの作動流体１０の圧力３０ａが、０．５（ＭＰａ）を超えた場合に逆止弁
ＢＤ３４が開となり、出力部の作動流体の圧力１２ａ（１０分までは大気圧の約０．１Ｍ
Ｐａ）も同一圧力となりブレード回転軸１５が回転する。
【００２０】
　この時点にて他の貫流集熱ユニットの圧力２０ａと４０ａは、０．５（ＭＰａ）を超え
てないので逆止弁ＢＤ２４とＢＤ４４は開とならない、圧力４０ａは約３２分後に０．５
（ＭＰａ）を超え、逆止弁ＢＤ４４が機械的に開となる条件であるが圧力１２ａ（３０ａ
と略同一圧力）が逆方向から加えてられているので閉のまま変化なし。約３７分後に圧力
２０ａと４０ａが逆転するので逆止弁ＢＤ４４が開、ＢＤ３４が閉、圧力１２ａは４０ａ
の影響を受け略同一圧力となり、ブレード回転軸１５の回転するエネルギーの源となる。
【００２１】
　作動流体１０は、熱源の温度により水以外の媒体（フロン、アルコール、オイル）とそ
の混合物を使用し、図示されてない凝縮器やポンプにより、ノズル部１３から供給部１１
に戻り循環する。水を使用する場合は駆動環境により循環させず排水させることもある。
【００２２】
　図３は、図２の貫流集熱ユニットの圧力による、逆止弁の開閉動作チャート表です。図
４は、図２より外部からの熱エネルギーが大きい場合の圧力図です。図５は、同じく作動
流体の圧力が高い状態での逆止弁の開閉動作チャート表です。各図（図２～図５）に示さ
れている様に、加熱開始後の最初の逆止弁の動きは約０．５（ＭＰａ）にて開となり、そ
れ以降は適正な連続加熱の状態が保たれれば、各貫流集熱ユニットからの圧力の協調によ
り逆止弁が開閉され連続的に安定した出力が確保される。
【００２３】
　逆止弁は、各々個別に任意に設定でき、外部制御信号により開閉動作可能である。
【実施例】
【００２４】
　以下、本発明の実施の３例を図６～図８に基づいて説明する。
【００２５】
　１つ目の例を、図６を参照して説明する。蒸気タービン機関５０に変速機５１を経由し
て発電機５２を連結することにより発電でき、制御および外部接続端子部５３に接続した
電気機器の使用や蓄電池の充電ができる。
【００２６】
　蒸気タービン機関５０の発電機の出力規模や使用形態（容易に点検が困難な場所にて使
用するなど）においては、制御部および外部接続端子部５３と各機器（５０、５１、５２
）を制御信号５３ｂの信号により、相互に運転を自動制御することにより適正な出力が可
能となる。蒸気タービン機関５０には各種センサー（温度、圧力、逆止弁開閉状態など）
と逆止弁開閉動作機構（マグネットソレノイドなど）を装備し、変速機５１および発電機
５２には回転計や温度センサー（過熱防止）と回転制御機構（無段変速機制御、励磁装置
制御など）を装備する。
【００２７】
　２つ目の例を、図７を参照して説明する。外部熱源の炎や放射熱が丸状の場合は、効率
よく集熱するために、貫流集熱ユニットＡとＢおよびＣ（２０と３０および４０）の形状
を丸とする。貫流集熱ユニットの形状は任意であり、それぞれの貫流集熱ユニットの取付
け位置も任意とする。薪ストーブの内部に貫流集熱ユニットを取付ける場合、貫流集熱ユ
ニットＡ２０は薪の炎、貫流集熱ユニットＢ３０は薪の炭火の放射、貫流集熱ユニットＣ
４０は薪火の対流による熱エネルギーを回収できる任意の位置に取付けることが可能であ
る。
【００２８】
　３つ目の例を、図８を参照して説明する。ファンヒーター本体５６の内部に蒸気タービ
ン機関５０を取付け、熱源５５から温風５５ｃと放射熱を介した熱エネルギーにてファン
５４を回転させる。ファン５４は、変速機５１を経て蒸気タービン機関５０の運動エネル
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ギーの出力から直接回転され、温風５５ｃをファンヒーター本体５６から送風できる。送
風量は、多少の時間差を生じ熱源５５の熱エネルギーの変化と比例する。発電機にて電動
ファンを動作させるよりもシンプルなので保全性が良くなる。
【符号の説明】
【００２９】
１０　　　　　：作動流体
１１　　　　　：供給部
１１ａ　　　　：供給部の作動流体の圧力
１２　　　　　：出力部
１２ａ　　　　：出力部の作動流体の圧力
１３　　　　　：ノズル部
１４　　　　　：タービンブレード
１５　　　　　：ブレード回転軸
２０　　　　　：貫流集熱ユニットＡ
２０ａ　　　　：貫流集熱ユニットＡの作動流体の圧力
２１　　　　　：供給口Ａ
２２　　　　　：出力口Ａ
２３　　　　　：逆止弁ＡＳ
２４　　　　　：逆止弁ＡＤ
３０　　　　　：貫流集熱ユニットＢ
３０ａ　　　　：貫流集熱ユニットＢの作動流体の圧力
３１　　　　　：供給口Ｂ
３２　　　　　：出力口Ｂ
３３　　　　　：逆止弁ＢＳ
３４　　　　　：逆止弁ＢＤ
４０　　　　　：貫流集熱ユニットＣ
４０ａ　　　　：貫流集熱ユニットＣの作動流体の圧力
４１　　　　　：供給口Ｃ
４２　　　　　：出力口Ｃ
４３　　　　　：逆止弁ＣＳ
４４　　　　　：逆止弁ＣＤ
５０　　　　　：蒸気タービン機関
５１　　　　　：変速機
５２　　　　　：発電機
５３　　　　　：制御部および外部接続端子
５３ｂ　　　　：制御信号
５４　　　　　：ファン
５５　　　　　：熱源
５５ｃ　　　　：温風
５６　　　　　：ファンヒーター本体
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項１】
　内部を作動流体が貫流する筒状の貫流集熱ユニットを複数備え、前記貫流集熱ユニット
の供給口と出力口に逆止弁を設け、前記作動流体は出力部に出力され、前記出力部はノズ
ル部と共有立体空間を形成し、前記ノズル部の直後にタービンブレードと一体化したブレ
ード回転軸を設けていることを特徴とする蒸気タービン機関。
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